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１ 令和７年度決算の概要 

 

１．令和７年度の予算規模について 

令和７年度は，当初，一般会計及び１３の特別会計（水道事業会計，下水道事業会計を除く）

を合計して９５０億４，７８２万６千円の歳入歳出予算を計上し，これまで取り組んできた雨水

幹線整備や河川改修，冠水対策，土地区画整理事業及び勝田駅東西自由通路修繕工事など安全安

心で快適に暮らせるまちづくりに必要な都市基盤の整備や新中央図書館建設を予定する中心市街

地エリアのまちづくり計画など，将来につながる各種計画を進めていくこととしました。 

これに加え，令和６年度から小中学校施設整備事業や体育施設整備事業，大川改修事業などと

して２６億６，２０９万１千円の予算を繰越すとともに，生活の安全保障・物価高への対応など

を柱に編成された国の令和７年度補正予算への対応に伴い，７回の補正予算を編成した結果，当

初予算に繰越予算と補正予算を加えた歳入歳出予算規模は，１，０１３億４，２５２万７千円と

なりました。 

 

２．令和７年度の決算について 

一般会計及び特別会計（水道事業会計，下水道事業会計を除く）を合計して１，０１３億４，

２５２万 7 千円の歳入歳出予算に対し，令和７年度の決算額は，歳入総額９８６億５，７６７万

４千円，歳出総額９３８億２４４万９千円となりました。 

 

３．一般会計決算のあらまし 

令和７年度一般会計の決算額は，歳入総額６５５億１，６０５万４千円，歳出総額６２７億８，

３０３万９千円であり，歳入歳出差引額（形式収支）は２７億３，３０１万５千円，繰越明許費

に係る繰越財源２億１，５７１万４千円と事故繰越しに係る繰越財源１，９３４万８千円を差し

引いた実質収支額は２４億９，７９５万３千円となりました。令和６年度と比較すると，歳入は

０．３％の減，歳出は０．２％の増でした。 

（１）歳入について 

  歳入を科目別にみると，市税が２７２億８，７６１万５千円で歳入総額の４１．７％を占め，

次いで国庫支出金が１１５億４，９８０万 7 千円で１７．６％，県支出金が４８億７，２５２万

６千円で７．４％，地方消費税交付金が４３億９，２１０万９千円で６．７％，地方交付税が３

５億９，２４４万７千円で５．５％，市債が３５億４，５５０万円で５．４％，繰越金が３０億

８，４５８万１千円で４．７％の順となりました。 

 令和６年度と比較すると，市税については，定額減税政策の終了により，個人市民税が増収と

なるとともに，固定資産税についても，家屋の新増築により増収となったことから，市税全体で

は２．３％の増となりました。また，地方交付税については，普通交付税の増加により，１．４％

の増，市債については，街路灯整備事業債の増加などにより１.０％の増となりました。 

繰入金については，市債管理基金繰入金の減少などにより４７．１％の減，繰越金については

令和６年度決算における実質収支の増加により１７．９％の増となりました。 

 次に，自主財源，依存財源の構成をみると，自主財源は３５６億１，５５８万８千円で歳入総

額の５４．３％を占め，依存財源は２９９億４６万６千円で４５．７％となりました。自主財源

の主なものは市税で，自主財源全体の７６．６％を占めています。依存財源の主な内訳をみると，
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国庫支出金が依存財源全体の３８．６％を占め，次いで県支出金が１６．３％，地方消費税交付

金が１４．７％，地方交付税が１２．０％の順となりました。 

  また，一般財源，特定財源の別では，市税等による一般財源が４２８億３，９４９万９千円で

歳入総額の６５．４％を占め，特定財源は２２６億７，６５５万５千円で３４．６％を占めてい

ます。 

（２）歳出について 

 歳出を目的別にみると，民生費が２６２億３，６７９万２千円で歳出総額の４１．８％を占め，

次いで教育費が７８億７，５１７万２千円で１２．５％，総務費が７１億４，９１１万４千円で

１１．４％，土木費が６９億４，０５６万２千円で１１．１％，公債費が６８億３，２２９万７

千円で１０．９％の順となっています。 

 また，性質別では，人件費，扶助費及び公債費を合わせた義務的経費は３３９億８，１６７万

５千円で歳出総額の５４．１％を占め，普通建設事業費及び災害復旧事業費を合わせた投資的経

費は５０億４，１３５万１千円で８．０％を占めています。 

令和６年度と比較して歳出の特色をみると，勤労者総合福祉センター環境整備工事費の皆減な

どにより，目的別では労働費が１８．２％の減，性質別では，ふるさと納税受入額の増加に伴う

各特定目的基金への積立金が１２．４％の増となりました。 

そのほか，目的別では，小学校施設整備工事費の増加などにより教育費が７．２％の増，国勢

調査，参議院議員選挙及び県知事選挙などにより総務費が２．０％の増となったのに対し，中小

企業特別融資資金預託金の減少などにより商工費が１６．６％の減，ひたちなか・東海広域事務

組合負担金（消防庁舎建設）の減少などにより消防費が１０．０％の減となりました。また，性

質別では，河川維持補修費の減少などにより維持補修費が２９.６％の減となりました。 

 

４．特別会計決算のあらまし 

  特別会計（水道事業会計，下水道事業会計を除く）の決算額は，歳入総額が３３１億４，１６

２万円，歳出総額が３１０億１，９４１万円で，歳入歳出差引額（形式収支）は２１億２，２２

１万円となりました。繰越明許費に係る繰越財源３億２，９１７万４千円を差し引いた実質収支

額は１７億９，３０３万６千円となりました。令和６年度と比較すると，歳入総額は１．５％の

増，歳出総額は０．６％の増でした。 

 特別会計に占める各会計の歳出は，介護保険事業会計で４３．６％，次いで国民健康保険事業

会計が３７．８％などの割合となっています。歳出の令和６年度との比較では，国民健康保険事

業会計は保険給付費及び県への納付金の減少により４．６％の減となったほか，後期高齢者医療

事業会計は広域連合への納付金の増加により５．８％の増，介護保険事業会計は保険給付費など

の増加により４．５％の増となりました。これら福祉事業３会計の合計では０．６％の増となっ

ています。 

 



　２－１　財政指標の推移（普通会計ベース）

経常収支比率 実質収支比率 公債費負担比率 実質公債費比率 将来負担比率

単年度 3カ年平均 (％) (％) (％) (％) (％)

平成28年度 0.949 0.943 93.7 6.1 14.1 8.9 24.0

平成29年度 0.948 0.948 90.0 9.7 13.7 9.2 47.0

平成30年度 0.969 0.955 95.9 4.0 14.5 9.3 50.4

令和元年度 0.961 0.959 96.3 6.5 13.8 9.6 81.8

令和2年度 0.968 0.966 96.9 7.4 14.0 9.7 94.4

令和3年度 0.914 0.948 91.9 10.2 13.8 9.8 80.6

令和4年度 0.895 0.926 94.4 10.2 14.1 10.4 73.7

令和5年度 0.905 0.905 97.5 6.5 14.9 11.2 74.0

令和6年度 0.904 0.901 98.7 8.8 14.2 11.9 79.7

令和7年度 0.903 0.904 98.9 7.4 14.8 11.7 75.0

4.実質公債費比率：{(当該年度の元利償還金＋公営企業元利償還金への一般会計繰出金等公債費類似経費)－
　　　　　　　　　(元利償還金等の特定財源＋普通交付税の基準財政需要額算入公債費)}
　　　　　　　　　／(標準財政規模－普通交付税の基準財政需要額算入公債費)

5.将来負担比率：{将来負担額－(充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入額)}
　　　　　　　　／{標準財政規模－(元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)}

２　財政指標の状況

年　　度
財政力指数

1.経常収支比率：経常経費に充当される経常一般財源／経常一般財源の額
　　　　　　　※分母の経常一般財源には，減収補てん債特例分及び臨時財政対策債が含まれている。

2.実質収支比率：実質収支額／標準財政規模

3.公債費負担比率：公債費充当一般財源(一時借入金利子，転貸債及び繰上償還額を含む)／一般財源総額

－3－



　２－２　財政力指数の推移

区　　分 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

本　　　市 0.943 0.948 0.955 0.959 0.966 0.948 0.926 0.905 0.901 0.904

類似団体 0.83 0.83 0.83 0.84 0.87 0.92 0.91 0.90 0.91 未公表
市町村類型 Ⅳ－２ Ⅳ－２ Ⅳ－２ Ⅳ－２ Ⅳ－２ Ⅳ－3 Ⅳ－３ Ⅳ－３ Ⅳ－３ Ⅳ－３

※財政力指数
　標準的な行政活動を行うのに必要な財源をどのくらい自力で調達できるかを表わしたもので，地方
交付税法の規定により算定した基準財政収入額を基準財政需要額で除した数値の３ヶ年平均値を
いう。
  単年度の基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値である「単年度の財政力指数」が１
を超える地方公共団体は，地方交付税の不交付団体となる。

※基準財政収入額
　法定普通税を主体とした標準的な地方税収入である。具体的には，７５％算入されるものが市民税
（個人市民税の税源移譲相当額を除く），固定資産税，軽自動車税，たばこ税，利子割交付金，配
当割交付金，株式等譲渡所得割交付金，法人事業税交付金，地方消費税交付金（社会保障財源
相当分を除く），ゴルフ場利用税交付金，地方特例交付金，環境性能割交付金であり，１００％算入
されるものが個人市民税税源移譲相当額，地方譲与税，交通安全対策特別交付金，地方消費税
交付金（社会保障財源相当分）である。

※基準財政需要額
　地方公共団体における個々の具体的な財政支出の実態を捨象して，その地方公共団体の自然
的・地理的・社会的諸条件に対応する合理的かつ妥当な水準における財政需要の額である。各行
政項目別に設けられた測定単位に必要な補正を加え，これに単位費用を乗じた額を合算したもの
である。具体的には，一般財源に相当する。
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　（１）健全化判断比率の状況 単位：％

令和６年度 令和７年度 早期健全化基準

－ － 11.64

－ － 16.64

11.9 11.7 25.0

79.7 75.0 350.0

　（２）資金不足比率の状況 単位：％

令和６年度 令和７年度 経営健全化基準

－ － 20.0    

－ － 20.0    

－ － 20.0    

－ － 20.0    

－ － 20.0    

－ － 20.0    

－ － 20.0    

－ － 20.0    

－ － 20.0    

－ － 20.0    

地方卸売市場事業特別会計

水道事業会計

下水道事業会計

1.資金不足比率：資金の不足額／事業の規模

佐和駅東土地区画整理事業特別会計

武田土地区画整理事業特別会計

六ッ野土地区画整理事業特別会計

阿字ヶ浦土地区画整理事業特別会計

船窪土地区画整理事業特別会計

特別会計の名称

東部第１土地区画整理事業特別会計

東部第２土地区画整理事業特別会計

将来負担比率

1.実質赤字比率：一般会計等の実質赤字額／標準財政規模

2.連結実質赤字比率：連結実質赤字額／標準財政規模

3.実質公債費比率：{(当該年度の元利償還金＋公営企業元利償還金への一般会計繰出金等公債費類似経費)－
　　　　　　　　　(元利償還金等の特定財源＋普通交付税の基準財政需要額算入公債費)}
　　　　　　　　　／(標準財政規模－普通交付税の基準財政需要額算入公債費)

4.将来負担比率：{将来負担額－(充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入額)}
　　　　　　　　／{標準財政規模－(元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)}

２－３　健全化判断比率及び資金不足比率の状況

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律が定める財政４指標（実質赤字比率，連結実質赤字比率，実質公債費比
率，将来負担比率）でいずれかが早期健全化基準以上である場合，破綻寸前の「早期健全化団体」に指定され，同団体
は，財政健全化計画の策定が義務づけられる。
　また，公営企業の経営健全化を図るべき基準として資金不足比率が経営健全化基準以上である場合は，経営健全化計
画の策定が義務付けられる。

健全化判断比率

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率
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（単位　百万円）
区　分 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

歳入総額 52,899 57,887 54,056 59,753 78,651 62,868 62,464 65,174 66,485 66,187

うち市税 23,336 24,630 24,358 25,168 25,094 23,984 25,525 26,282 26,678 27,288

うち市債 5,466 7,147 5,441 6,901 8,266 4,774 3,524 5,302 3,771 3,864
うち臨時財政対策債 1,242 1,523 984 1,017 859 2,194 669 240 95 0

３　普通会計歳入決算の状況

　３－１　普通会計歳入決算額の推移
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（単位　百万円）

区　分 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

市税総額 23,336 24,630 24,358 25,168 25,094 23,984 25,525 26,282 26,678 27,288

個人市民税 9,207 9,304 9,471 9,644 9,771 9,722 9,951 10,002 9,638 10,659

法人市民税 1,624 2,771 2,421 2,647 2,310 1,473 2,135 2,502 3,040 2,522

資産税土地 3,059 3,033 3,033 3,044 3,053 3,047 3,034 3,034 3,039 3,042

資産税家屋 4,152 4,268 4,213 4,501 4,626 4,396 4,663 4,823 4,800 4,917

資産税償却 2,095 2,107 2,097 2,132 2,133 2,108 2,332 2,464 2,715 2,671

軽自動車税 343 365 379 400 425 444 467 479 500 517

市たばこ税 1,210 1,107 1,073 1,100 1,056 1,119 1,187 1,202 1,180 1,168

その他 1,646 1,675 1,671 1,700 1,720 1,675 1,756 1,776 1,766 1,792

　３－２　市税決算の推移
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（単位  百万円）

区　分 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

交付税＋臨時財政対策債 3,009 3,222 2,319 2,592 2,189 4,861 3,915 3,434 3,299 3,356

うち普通交付税 1,088 1,060 697 820 742 2,028 2,591 2,504 2,529 2,673

うち特別交付税 679 639 638 755 588 639 655 690 675 683

　うち臨時財政対策債 1,242 1,523 984 1,017 859 2,194 669 240 95 0

震災復興特別交付税 930 1,096 1,077 1,007 914 804 686 498 339 236

　※平成23年度に震災復興特別交付税が創設された。

　　

　３－３　交付税の推移
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（単位　百万円）
区　分 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

一般財源 34,727 35,966 35,230 37,465 37,340 40,099 41,285 40,678 44,675 42,839

 うち市税等 29,434 31,176 30,702 31,756 31,978 32,941 34,905 35,437 36,849 37,220

 うちその他 5,293 4,790 4,528 5,709 5,362 7,158 6,380 5,241 7,826 5,619

特定財源 17,928 21,486 17,815 20,831 39,986 21,961 20,286 23,533 21,048 22,677

歳入総額 52,655 57,452 53,045 58,296 77,326 62,060 61,571 64,211 65,723 65,516

３－４　（参考）一般会計歳入財源別決算額の推移

１．市税等とは，市税，地方譲与税，利子割交付金，配当割交付金，株式等譲渡所得割交付金，法人事業税交付金，地方消費税交付金，
　ゴルフ場利用税交付金，自動車取得税交付金，環境性能割交付金，国有提供施設等所在市町村助成交付金，地方特例交付金，地方
　交付税，交通安全対策特別交付金
２．特定財源は，分担金及び負担金，使用料及び手数料，国庫支出金，県支出金，財産収入，寄付金と繰入金，諸収入，市債の一部
３．その他は，繰越金，臨時財政対策債，減収補てん債（特例分）等
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　３－５ 地方消費税交付金（社会保障財源化分）の使途

（歳入）
　　地方消費税交付金（社会保障財源化分）

（歳出）
　　社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

1,040,704 467,488 57,400 43,268 101,134 371,414

5,592,043 3,943,205 409 352,795 1,295,634

313,974 2,033 28,500 16,728 57,082 209,631

10,078,921 6,729,852 27,200 385,720 628,391 2,307,758

1,993,119 1,473,459 25,868 105,681 388,111

19,018,761 12,616,037 113,100 471,993 1,245,083 4,572,548

873,141 512,172 77,254 283,715

15,485 15,485 0 0

1,931,238 87,810 224 394,480 1,448,724

2,819,864 615,467 0 224 471,734 1,732,439

1,120,476 391,779 39,618 147,476 541,603

2,087,744 274,846 113,361 363,733 1,335,804

106,152 11,726 20,209 74,217

900,603 144,168 60,462 148,951 547,022

67,261 0 25,108 9,022 33,131

4,282,236 810,793 0 250,275 689,391 2,531,777

26,120,861 14,042,297 113,100 722,492 2,406,208 8,836,764

(備考）

社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費は，事務職員の人件費を除く。

　３－６ 森林環境譲与税の使途

特　定　財　源 一　般　財　源

国　県
支出金

地方債 その他

引上げ分の
地方消費税

交付金
（社会保障
財源化分）

その他

生 活 保 護 事 業

　令和７年度決算における地方譲与税のうち，森林環境譲与税１９，５４７千円は，森林環境
基金積立金に充当した。

障 害 者 福 祉 事 業

老 人 福 祉 事 業

児 童 福 祉 事 業

2,406,208千円

11,242,972千円

事　　　業　　　名 経　費

財　　源　　内　　訳

社
会
保
険

国 民 健 康 保 険 事 業

国 民 年 金 事 業

介 護 保 険 事 業

社
会
福
祉

社 会 福 祉 事 業

保 健 衛 生 事 業

予 防 事 業

診 療 所 事 業

小　　　　計

小　　　　計

合　　　　計

小　　　　計

保
健
衛
生

医 療 福 祉 事 業

老 人 医 療 給 付 事 業
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（単位  百万円）

区　　分 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

人件費 6,339 6,487 6,743 6,969 7,443 7,732 7,950 8,233 8,887 9,368

扶助費 11,482 11,744 12,606 13,176 13,543 16,904 14,774 14,513 17,511 17,724

公債費 5,178 5,161 5,326 5,390 5,506 5,782 6,073 6,299 6,568 6,555

繰出金 7,534 7,712 8,041 8,135 5,949 6,203 6,606 6,757 6,734 6,419

普通建設事業費 7,680 11,287 7,469 10,170 11,754 5,341 6,021 8,370 5,861 6,123

災害復旧事業費 4 11 0 38 26 0 0 0 0 0

歳出総額 50,752 54,678 52,425 57,218 75,801 59,051 58,613 62,499 63,378 63,429

４　普通会計歳出決算の状況

　４－１　普通会計歳出決算額の推移（性質別）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

15,000

16,000

17,000

18,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

人件費

公債費

普通建設事業費

扶助費

繰出金

性質別歳出決算額の推移（普通会計）（百万円）

災害復旧事業費

－11－



（単位  百万円）

区　　分 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

義務的経費 22,999 23,392 24,675 25,535 26,492 30,418 28,797 29,045 32,966 33,647

投資的経費 7,684 11,298 7,469 10,208 11,780 5,341 6,021 8,370 5,861 6,123

その他の経費 20,069 19,988 20,281 21,475 37,529 23,292 23,795 25,084 24,551 23,659

歳出総額 50,752 54,678 52,425 57,218 75,801 59,051 58,613 62,499 63,378 63,429

　４－２　普通会計歳出決算額の推移（経費別）
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　４－３　（参考）一般会計性質別歳出決算額の推移
（単位  百万円）

区　　分 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

人件費 6,339 6,487 6,743 6,969 7,443 7,732 7,950 8,233 8,898 9,425

物件費 5,435 5,563 5,789 5,965 6,700 6,911 6,922 6,878 7,861 7,876

扶助費 11,482 11,744 12,606 13,176 13,543 16,904 14,774 14,513 17,511 17,724

補助費等 5,442 5,381 5,152 6,115 23,503 8,170 8,626 9,706 8,239 7,912

普通建設事業費 7,309 10,646 6,319 8,544 10,291 4,340 4,914 7,146 4,773 5,041

災害復旧事業費 4 11 0 38 26 0 0 0 0 0

公債費 5,407 5,447 5,601 5,661 5,775 6,053 6,351 6,576 6,845 6,832

繰出金 7,574 7,771 8,076 8,233 5,992 6,283 6,685 6,837 547 6,499

歳出合計 50,626 54,352 51,557 55,929 74,617 58,369 57,824 61,593 62,638 62,783
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（単位　百万円）

区　　分 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

57,188 59,536 60,109 62,044 65,184 64,515 62,263 61,544 59,041 56,683

36,266 38,401 39,436 41,896 45,806 44,676 43,556 44,383 43,451 42,764

臨時財政対策債残高 20,922 21,135 20,673 20,148 19,378 19,839 18,707 17,161 15,590 13,919
臨時財政対策債発行額 1,242 1,523 984 1,017 859 2,194 669 240 95 0
（備考）　市債残高のうち，下段は臨時財政対策債を除いた額。

※臨時財政対策債の発行（平成１３年度から令和６年度まで）
　平成１２年度までは，基本的に財源不足を交付税特別会計借入金により措置し，その償還をそれぞれ
国と地方が折半して負担する措置を講じてきた。平成１３年度の地方財政対策においては，国と地方の
責任分担の更なる明確化，国と地方を通ずる財政の一層の透明化等を図るため，財源不足のうち建設
地方債（財源対策債）の増発等を除いた残余分については，国と地方が折半して補てんすることとし，
国負担分については国の一般会計からの加算により，地方負担分については地方財政法第５条の特
例となる地方債（臨時財政対策債）により補てん措置を講じることとされた。この補てん措置は，令和６年
度までの間実施された。
　また，この臨時財政対策債の元利償還金相当額については，その全額を後年度地方交付税の基準
財政需要額に算入することとされ，地方公共団体の財政運営に支障が生ずることのないように措置され
ている。

５　市債の状況

　５－１　市債残高の推移（一般会計）
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会計区分 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

一般 57,188 59,536 60,109 62,044 65,184 64,515 62,263 61,544 59,041 56,683
　臨時財政対策債を除く 36,266 38,401 39,436 41,896 45,806 44,676 43,556 44,383 43,451 42,764

下水道 29,824 29,303 28,783 28,340 27,495 27,256 26,806 26,240 26,972 27,850

水道 13,276 13,079 13,284 14,821 18,610 21,683 21,404 21,524 21,514 21,513

区画整理 3,722 3,317 2,945 2,477 2,188 1,858 1,449 1,102 830 660

その他 655 735 681 621 560 508 455 422 149 133

合　計 104,665 105,970 105,802 108,303 114,037 115,820 112,377 110,832 108,506 106,839
　臨時財政対策債を除く 83,743 84,835 85,129 88,155 94,659 95,981 93,670 93,671 92,916 92,920
臨時財政対策債発行額 1,242 1,523 984 1,017 859 2,194 669 240 95 0

　５－２　市債残高の推移（一般会計及び特別会計）
（単位　百万円）
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会計区分 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

財政調整基金 5,292 5,292 5,293 4,687 4,678 4,037 4,037 3,689 3,001 2,574

市債管理基金 9,377 8,431 8,399 6,150 5,172 5,773 5,773 5,400 3,740 3,428

その他特定目的基金 3,898 2,867 2,880 2,758 2,601 2,912 3,937 4,278 4,867 4,847

合　　　計 18,567 16,590 16,572 13,595 12,451 12,722 13,747 13,367 11,608 10,849

財政調整基金＋市債管理基金 14,669 13,723 13,692 10,837 9,850 9,810 9,810 9,089 6,741 6,002

　６　基金の状況

　基金残高の推移（一般会計及び特別会計）
（単位　百万円）
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